












































































とし、それ故裁判官個人の責任 問われることは いとされます。他方、清代 裁判は真実そのものを追求するものであり裁判官個人が免責されることはないとされます。
　　　（6）
しかし、手続の内容やその多い少ないとか成文化されているか否か
















す。有罪のときどのような犯罪類型になるかも重要です。 （ 「罪名雖無出入・援引究未允協」 ）ただ、犯罪の成否や類型を決める事実は量刑のための事実に含まれてい し犯罪の成否を決めるときと量刑するとき 間に証拠法上の違いはありません。それ故、犯罪の成否や類型の認定と量刑 手続を分けずに同時に行います。捜査段階では重大な犯罪が成立するか否かを調べて犯罪が成立する蓋然性が高いと思われ 事件 法廷審理に委ね のであって、法廷 量刑 軸に手続を進めて犯罪の成否や類型を確定し刑を定めます。 擬するときまでに犯罪 成立が確定し刑罰が決まることになります。判決手続に於いて予断を排除して訴因という形で示された犯罪事実を決められた証拠法によって認 し、その後 事実の範囲も証拠法の内容も異なる量刑手続を置く現代 刑事訴訟手続と 異なります　［審理の対象］
　
審理の対象は事件の全体を見て承審官が決めます。犯罪の成否に関する事実と量刑事情が審理の対象と






緒があるとき州県官は進んで捜査を開始して情況を省内の上級官衙に報告します。とりあえずの報告書（ 「通稟」 ）と正式の報告書（ 「通詳」 ）とがあります。その後は時に上級官衙による指導、監督があり得ます。これを訪案と呼びます。捜査には佐弐官や首領官であ 吏目、典史とか属官である巡検、さらには衙役が州県官の手足として動きました
　　　（8）。拘禁施設
として獄があります。立案 ための十分な証拠を収集する見込みがないとして捜査を止めるこ は るけ ども時間が経過したときに処罰手続の開始を認めない時効制度はありません。　［法廷審理］
　































律例を適用し犯人に対する処罰案を作ることを定擬（ 「擬律」 、 「擬罪」 ）と呼びます。そのためにはいわば供述
調書である供状のほかに罪を犯したことを認容する招状と呼ばれる書類を取った成招とか獄成と呼ぶ状態になっていることが必要 す。それは取調べをする州県から督撫 での官員 行為を制約 ます。もとも は本人しか犯罪事実を知らないし、また、本人は知っていると考え 罪行為をなしたという認容があったときに犯罪事実が立証されたとしたのでしょう。ところ 本人の認容の果たす役割が形式化して重案に於け 単なる証拠ではなく 定擬するための要件 って行きます。ただ、それは定擬 ため 必要条件であり十分条件ではありません。事実 認定権は官にあ の あって認容あってもそれに沿って定擬しなくてもよ のです。　［解審］
　
州県官は府に事案を委ねるか否かを判断します。事実上、ここで重案か否かが決まります。州県や府の官衙は
審理し犯人に対 る処罰案は作るけれども の内容を決定して まうことはできません。州県官 案を作っ そ を犯人













理して作り上げた案を基礎にして定案の権限を持つ督撫等が決定します。いわば起案 あってこ が次の結案のための素案になります。その後犯人の身柄は州県 送り返して結案を待たせます。　［結案」
　
執行等の手続は残るけれども定案に対するいわば決裁に当たる裁可を得たとき犯人の処遇を決めるという狭い
意味の断獄は終結しま 。これを結案と呼びます。定案をも に が終結してよい外結 事案（批結の案）と中央 審査を経て結案する内 の事案があります。題結の案は督撫が案 起こして上奏しそれについて皇帝が刑部、三法司等に諮問して審査し答申させて 案します。咨結の は刑部に督撫 審査し裁可す 権限を与えて ます。　
刑部の審査は送られてきた書類のみを根拠にします。犯人 取り調べることはありません。書類にない新たな証拠を収
集することもありません。事案は省ごとに設けられている清吏司に委ねられそ 書吏が作った案 司官 意見を記しそれをもとに堂官が判断し す











































































通例、法廷を開く前に令状（ 「票」 、 「単」 ）
を与えて衙役を現地に出向 せます。そして紛争 拡大 防ぐとともに実情を調べたり証拠を集めたり調停（ 「調処」 ） きる可能性を探らせたりします。









らく現代の裁判も主権者たる国民が共 して納得 事実認定目標にしています。聴訟に於いて共通認識 成立したことの認定を含めて事実認定は承審官 心証によったとするべきです。　［定案、結案］
　
審理は一回で終わることが多いけれども回を重
ねることもあります。格別判決（ 「堂諭」 ）の めの期日がある訳ではありません。判決は法廷審理 終わり 口頭 告げ後刻書類に整えます。原告と被告を判決の名宛人とします。定案し きはそれぞれからそれを受け入れることを誓う甘結を提出させて州県で結案します。重案のような定擬の前提として罪状に対する認
訴状の左半分
12
容を求めるのではなく判決に対する認容を求めます。 重案に於ける罪状の認容と同じく無理やり書かせることもあります。民事的事実は必ずしも自分がなした行為ではないので当事者が正しく事実を知っているとは限らないし、また、法理を調整することもあるので判決への認容を求め のでしょう。また、そもそも重案は定案をなした官員を名宛人として結案するのであってそこに 判決を言い渡すという言葉にふさわしい手続があったように 見えません。 ［和息、註
］　
紛争の解決のために官と人民は共働しています。民間で仲介者（ 「公親」 ）が間に入って和解（ 「和息」 ）
することがあります。公親が官に和息状を提出して官が裁可した後に当事者 遵結を出すと判決と同じように扱われまた。また、立ち消えになる事案 多く見られます。勝ち目 ないと見たときのように官に利用価値がなく 訴を放置する当事者が少なくなかったのでしょう。官は結着を見届ける必要はないのでそれ以上進んで関わろうとはしません。事案を消去しま 。それを註
と言います。訴の六割位は和息あるいは註
で終わっていると言います。もっとも、後で訴














































寺田浩明「自理と上申の間――清代州県レベルにおける命 処理 態」 ｛夫馬進『中国訴訟社会史の研究』 （京都大学学術出版
会） 、二〇一一｝所収。鈴木秀光「清代刑事裁判における州県官の対応に関する一考察――淡新档案の科刑事例を一例に」 （法制史
14
研究六二） 、同氏「杖斃考――清代中期死刑案件処理の一考察――」 （中国――社会と文化一七） 、同氏「清末就地正法考」 （東洋文化研究所紀要一四五冊） 。鈴木氏は杖斃や就地正法と律例とを規範として同じ平面でとらえられているように見えます。律例が原則であり杖斃等は律例を調整する法理として理解するのが至当です。基礎には律例がいわば一般法として存在し続けているのであって杖斃等をやめたときに再立法の手続を経ずにもとの律例の制度に戻ると考えられます。 。（19）　
拙著一一七頁以下。滋賀秀三「淡新档案の初歩的知識――訴訟案件に現れる文書の類型」 、 「清代州県衙門における訴訟をめぐる




















地方官衙の断獄や聴訟を巡る行為について上級官衙に人民が善処を請求することがあります。 （ 「上控」 ）









































詹事、六科の給事中、十五道の監察御史が参加し 八、 九月頃に開かれる九卿会審に提出する秋審招冊を作成します。そこには地方官衙が作った当該年度 全て 秋審事案が纏めて記されています。他方、刑部 しての意見を纏めるために処遇の案を記す本文（ 「案身」 ）と末尾部分（ 「部尾」 ）からな 略節清冊と呼ばれる冊子を年末から四、 五月頃まで 作成します
　　　（6）。その後、再調査（ 「核」 ）の必要があるときや回付された督撫の意見を見て部内の持ち回りの意見と督撫の意見と









す。 （ 「勾決」 ）情実に含まれても処刑されないこともあるのであって皇帝の慈悲を示すものでした。この手続は清初に始まり徐々に整備されたと言います。情実の犯人の名を書いた紙に皇帝が朱で円を書きその線が横切った者を勾決としたという説明と刑部、内閣、軍機処によって予め結論は用意されていたという説明とがあります。そして、免勾とされた者は次の秋審に組み入れられまし 。註
（1）　
秋審に関しては高遠拓児、 赤城美恵子両氏が精力的に研究されています。高遠拓児 「秋審勾決考―清代における死刑執行の手続―」










犯人の身柄を省まで呼び出して（ 「提犯」 ）取り調べるのが原則であるけれども、官の方から州県を回ることもあ （ 「巡歴制」 ）
定案手続が終わっても身柄を省に留めて州県に（ 「留禁省城」 ）戻さないこともあります。（6）　
それは清吏司の書吏が案身を作成す ことから始まります。そして、清吏司の担当官が案身を添削して部尾に意見（ 「看語」 ）を
記入します。次いで秋審処で案身の添削と部尾看語の記入をします。最後に部尾に堂官が見解を記入します。この手続を見ること
18





です。会議は同級の官衙の間あるいは官衙内部の同級の官員の間の意見を調整するために必要なときのみ開かれます。中央諸官衙の官員が集まっ 会議を開く三法司の会議とか九卿 会議は同級 官衙間の意見を調整するものです。中央の正官が複数いる官衙に於いて持ち回りの手続の結果部内の意見 一致しないときや地方の作った案と が異なるときに開かれる会議は 衙としての意見を決めるためのも です。地方官衙 正 単独制であって官衙の意思は書吏に命じて原案を作らせて上申してきたものを正官が添削して決めるのであり本来会議はしません。
［付記］　
中国法史講義ノート（Ⅰ） （星薬論集二九輯）二頁八行目訴訟法を裁判の手続に改めます。九行目の定案手続を断獄と聴訟の仕組みに
改めます。十行目に第二節
　
上控と挿入し、十行目の二節を三節に、秋審手続を秋審に改めます。同（Ⅲ） （同書三〇輯）一三頁一三行
目の成分法を成文法に、一四頁四行目の全体的解法を全体的解決に訂正します。
